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序　　　文

国際協力事業団（JICA）では、開発協力事業に関し、1987 年度から試験的事業が開発途上国の当

該地域の開発・発展にどれだけ寄与したか、また、当該国家や地域の開発・発展にどのように活

用されているか、などを把握する「地域開発効果等評価調査」を実施しています。

今回の調査は、マレイシアに賦存する多様な原土を調合し、各種陶磁器の原料を開発すること

を目的とした株式会社ティーエスジャパンによる試験事業を対象に行われました。

本件調査団は、当事業団投融資技術相談員である福山哲郎氏を団長として、1999 年 1 月 7 日から

1 月 16 日までマレイシアに派遣されました。本報告書はその調査を取りまとめたもので、この報

告書が今後の開発協力事業の一層の効率的・効果的運営に資することを期待します。

最後に、本件調査の実施にご協力をいただいた国内外の関係者ならびに各種資料の提供、各種

の便宜供与などを願った株式会社ティーエスジャパンおよび現地法人 T.S. CERAMIC MATERI-

ALS（JAPAN） SDN.BHD.の皆様に謝意を表する次第です。

19 9 9 年 3 月

国 際 協 力 事 業 団 　　

理事　 安 本 　 酷 信　　
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第 1 章　調査の概要

1 － 1　調査の経緯と目的

マレイシアには、陶磁器用原料となる原土は多量に散在しているものの、それらの開発、利用

技術（原土の分析、調坏等）は未発達であり、同国の陶磁器メーカーは原料を日本や台湾などから

の輸入に依存する状況であった。

マレイシア政府は、「マレイシア工業基本計画（1986 ～ 1991）」において、陶磁器を、ガラス、セ

メントおよび石材などとともに、非鉄金属鉱物製品工業として優先開発セクターに指定し、陶磁

器産業育成・発展に力を入れた。その一環として、1989 年 4 月には、瀬戸（愛知県）の陶磁器業界

を対象に「マレイシア陶磁器セミナー」を開催し、企業誘致を図るとともに、同国における陶磁器

原料の開発および供給体制の整備による陶磁器産業の育成をめざしてきた。

一方、我が国の陶磁器業界は 1980 年代半ばから構造不況に陥り、さらに 1985 年の 9 月以降の

急激な円高の進行により輸出競争力を著しく低下させた。このような状況を克服するために、瀬

戸地域の陶磁器業界は、高付加価値化への徹底や海外への生産拠点の移転などの企業努力を行っ

てきた。

このような背景から、（株）ティーエスジャパン〔マレイシアにおける事業実施企業は、T.S. CE-

RAMIC MATERIALS （JAPAN） SDN. BHD.〕は、マレイシアにおける陶磁器原料の国産化のた

め、マレイシアの原土を利用した陶磁器原料（坏土）を開発するための試験事業を計画し、この事

業に必要な資金を国際協力事業団が融資したものである。

開発協力事業は、日本の民間企業の活動を通して開発途上国の社会・経済の発展に寄与するこ

とにある。本調査の目的は、融資後一定期間を経過した時点で、試験事業が当該地域の開発にど

れだけ寄与したか、あるいはどのように活用されているかを調査し、事業の現況と発展の方向性

を展望するとともに、今後の開発協力事業の実施に資する資料・情報を収集することである。

1 － 2　調査団の構成

� 団 員 氏 名� 担 　 当 � 所 　 　 属 �

福 山 哲 郎 �

今 井 　 忠 �

河 合 健 二 �

矢　部　優慈郎�

藤 川 　 学 �

総括・団長�

開発協力政策�

産業・地域開発�

計画評価�

技術・経済評価�

国際協力事業団投融資技術相談員�

外務省経済協力局開発協力課投融資班長�

通産省通商政策局経済協力課係長�

国際協力事業団鉱工業開発協力部計画・投融資課�

地域計画連合国際グループ主任研究員�
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1 － 4　主要面談者

（1）T.S. CERAMIC MATERIALS （JAPAN） SDN. BHD.

笹田　力彌 Chairman

笹田　裕司 Managing Director

竹内　一徳 Quality Control Manager

Ms. Wong Foong Cchin（黄　鳳珍） Administration Manager

Ms. Wati Accountant

（2）取引企業

CHERAS KAOLIN INDUSTRY 社（仕入れ先）

COMMAERCIAL MINERALS 社（仕入れ先）

KUALA KANGSAR CERAMIC INDUSTRY 社（得意先）

EVERYDAY CERAMIC MANUFACTURING 社（得意先）

EASY SUN 社（得意先）

（3）マレイシア政府機関

工業開発庁（MIDA）

Mr. Najibuddin B. Abdullah Deputy Director ,  Mineral  and Paper  Industr ies

Division

Ms. Hindon Abdul Aziz Senior Assistant Director

Ms. Zabidah Daud Assistant Director

一次産業省地質調査局（GSD）

Mr. P. Loganathan Head, Corporate Unit

Mr. Hamadi Che Harun Principal Geologist

Mr. Ong Wee Seck Principal Geologist

Mr. M. Selvarajah Geologist

首相府統計局

貿易開発公社（MATRADE）

マレイシア製造業組合（FMM）

マレイシア陶磁器工業会（MCIG）
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（7）在マレイシア日本大使館

長谷川朋弘 二等書記官

（5）JETRO クアラルンプール事務所

笹岡賢二郎 Director ,  Representat ive  for  Asia  Region,  Ma-

chinery Division

（6）マレイシア日本人商工会議所（JACTIM）

鈴木　良男 事務局長

（7）JICA マレイシア事務所

西牧　隆壮 所長

山村　直史 所員

1 － 5　調査の方法

試験事業が当該地域の開発に及ぼした効果を総合的に把握するため、以下の方法で調査を実施

する。

（1）融資先企業における事業の現況調査

（2）関係企業（取引先）を対象とする調査および意見聴取（質問票およびインタビュー）

（3）関係機関からの意見、情報収集

（4）統計などの各種資料の収集
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第 2 章　調査の要約

2 － 1　試験事業の目的

「陶磁器原料開発試験事業」は、（株）ティーエスジャパンが JICA から融資を受け、マレイシア

セランゴール州において現地法人 T.S. CERAMIC MATERIAL（JAPAN） SDN. BHD.（以下 T.S.

社）を設立し、現地で採取される原土を利用した陶磁器原料（坏土）を開発することを目的として、

1990 年から試験事業を実施した。

主要な試験内容は、①マレイシア原土の抜き取り、サンプリングによる分析、焼成試験、②粉

砕試験、③調坏試験である。

2 － 2　事業評価の方法

以下の視点から、当該試験事業の成果、課題について定量的・定性的に評価する。

（1）当該試験事業の当初目標の達成度（技術開発面および生産・販売面）

（2）社会・経済評価（雇用創出、輸入代替、外貨獲得等）

（3）マレイシア国陶磁器業界への技術的貢献（開発技術・商品が与えたインパクト）

（4）企業の経営評価（成功要因等）

2 － 3　試験事業の進展と社会経済環境との関連

マレイシアの経済は 1980 年代末以降、1997 年まで、GDP は年率 8％前後の成長が続いてきた。

このような成長によって、陶磁器関連の製造業は建設ブームとも相まって大きな成長を遂げ、ま

た、これらの企業に原料を供給する当該試験事業実施企業にとっても一般的には追い風の状況で

あった。

しかしながら、1997 年夏のタイの通貨危機に端を発して、マレイシアは、リンギ（RM）安と株

式暴落という経済危機に見舞われ、1998 年の GDP 成長率はマイナス 4.8％と想定されている。マ

レイシア政府は投機資金の流入を防ぎ通貨を安定させるため、株式取引規制や為替管理の強化を

発表し、1998 年 9 月から米ドル固定相場へ移行した。

当該企業は、為替管理の強化などによって、事業の進捗に直接的な影響を受けているわけでは

ないが、リンギ安は、円建換算による売上減、坏土の単価減を招き、融資返済額の実質的な上昇

となっている。
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2 － 4　試験事業の評価

（1）事業当初目標の達成度

1）技術開発面からみた目標と達成度

現時点では、試験事業は一通り終了し、顧客の個別の要求に応じた仕様の坏土製造技術お

よび過去の試験サンプルを保管しておく等の品質管理技術が確立しており、当初の試験事業

目標は十分に達成されたと判断し得る。また、T.S. 社は、自家用の坏土を製造する一部の陶

磁器製造業を除き、マレイシアで唯一高品質な坏土を供給する企業であり、その存在はマレ

イシア政府機関などにおいて広く認知されている。

2）生産・販売面から見た目標とその達成度

実際の生産量は 1992 ～ 1994 年において目標生産量を下回っていたが、1995 年以降は目標

を上回っている。一方、売上額は1991 ～ 1992 年で目標を上回り、1993 ～ 1995 年は下回り、

1996 年以降は大きく上回っている。単価については、1994 年以降（1995 年を除く）は比較

的安定していて、ほぼ目標額である 3 万円前後にある。総じて、当初の生産額、単価、販売

額の目標は達成されている。

（2）社会・経済評価

1）雇用創出

T.S. 社による雇用者数は 1998 年末で 47 名である。同社の雇用者数は 1995 年当時の約 70

名をピークに、近年は 50 名程度で推移している。間接的ではあるが、得意先企業のひとつ

が T.S. 社の坏土を得て新規投資を行い、約 80 名を新たに雇用したことを確認している。

2）輸入代替

従来、坏土を輸入していた陶磁器製造業者が T.S. 社の坏土に切り替えていることは得意先

企業へのインタビューで明らかであり、輸入代替効果をもたらしている。概算であるが、

1998 年のT.S. 社のマレイシア国内への販売額は約 134 万 9000 リンギであり、この金額を少

なめにみた額が輸入代替相当分として考えられる。

3）外貨獲得

T.S. 社（坏土製造部門）およびT.S. Ceramic （Malaysia） 社（セラミック製品製造部門）に

よる外貨獲得は、①坏土の輸出（直接貢献）、②碍子（磁器製品）の輸出（直接貢献）および

③（坏土を得た企業による）製品の輸出（間接貢献）の 3 種類がある。

T.S. 社の坏土の輸出額は、1996 年、1997 年、1998 年でそれぞれ 153 万リンギ、253 万リ

ンギ、249 万リンギに達している。また、最近の T.S. Ceramic  （Malaysia） 社による碍子の

輸出額は坏土の輸出額の 3 分の 1 から 2 分の 1 程度である。一方、T.S. 社の得意先企業 3 社

のうち、2 社は製品を輸出しており、1998 年の輸出額は 2 社合計で 220 万リンギに達してい



─ 7 ─

る。これは間接的な T.S. 社の外貨獲得貢献である。

4）地場資源の活用

T.S. 社は、マレイシア産のボールクレイ、カオリン、珪砂（珪石）、陶石などを積極的に利

用している。

5）先端型セラミック産業への貢献

マレイシアの第 2 次工業基本計画（1996 ～ 2005）では、先端型セラミック産業を成長させ

るために、その原料となる高品質な坏土（Blended Ball Clay）産業の確立を計画している。

T.S. 社はこの計画の実現に貢献し得る。

（3）試験事業のマレイシア陶磁器業界への技術的貢献

1）開発技術の与えたインパクト

a）高級坏土への応用（試験事業で培われた坏土技術を応用して、ろくろ鋳込用坏土やゴム

手袋製造用の型のように急熱急冷に耐える得る陶磁器用の坏土の開発）

b）自社坏土を使用した製品化（マレイシア原土による坏土を利用した碍子の製品化や研磨

材の試作・製品化）

c）既存設備を利用した新たな商品開発〔既存施設（ボールミル等）を利用したプラスチック

成型の離型剤や化粧品、シャンプー、塗料などの原料製造試験〕

2）開発商品が与えたインパクト

T.S. 社が製造した坏土は 10 を超える陶磁器製造業等に出荷されている。今回、直接訪問

した得意先企業（3 社）からの評価は高く、品質、価格、製品の納期、顧客サービスなどの面

で合格点を得ている。

2 － 5　総合所見

JICA 投融資先の企業がマレイシアの産業政策（セラミック分野）において重要な位置づけにあ

ることを確認でき、本投融資事業による途上国援助が効果的であるとの確信を得た。

目標達成度の観点でみると、技術開発面、生産・販売面ともに事業当初目標を達成している。

社会・経済評価に関して、外貨獲得については、直接的（坏土輸出で）、間接的に（磁器製品な

どの輸出で）貢献しており、輸入代替についても輸入粘土・坏土に代わって当該企業の製品が使

われるようになり効果を発揮している。雇用についても、同企業はもとより、関連企業にもよい

波及効果をもたらしている。

技術的な貢献に関していえば、マレイシア唯一の坏土製造企業として、坏土改良を常時行って

おり、セラミック最終製品の品質向上へのインパクトは大きい。坏土製造という開発技術そのも

のは他企業に移転されていないが、品質管理面での対応が関連企業へ好影響をもたらしているこ
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とは事実である。

当事業経営に関して、常にアンテナを張り、坏土製造技術を基本とした新規事業開拓を試みる

同社経営者の行動は評価でき、同技術から逸脱しないことが成功の鍵であり、自信につながって

いる。このことは、JICA 投融資試験的事業が技術の開発、改良を伴うことを条件としている点を

支持するものととらえられる。

また、本調査により、今後の開発協力事業改善策として、JICA 在外事務所の企業に対する窓口

機能の強化、事業計画立案段階から専門家による技術指導を組み込むといったきめ細かな対応等

の必要性も感じられた。
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第 3 章　事業実施地域の概要

3 － 1　自然環境

（1）マレイシアの地質

マレイ半島はミャンマー東部からタイの南方につながる山脈が南下して半島を形成してい

る。一部を除けば、その方向は北北西に向かって半島の骨格を形成しており、花崗岩の分布

が広く山地の半分以上を占めている。

半島には、カンブリア紀の地層からの堆積岩が分布しており、長い地質時代の大部分は海

底下にあって、古生代初期のカンブリア紀の堆積物からほぼ連続した堆積作用があった。カ

ンブリア紀の地層は主に珪石（quartzite）で、オルビスト紀の厚い石灰岩で覆われている。堆

積岩の多くは石炭紀から、三畳紀にかけてできたもので、半島の山岳地帯の多くを占めてい

る。三畳紀が堆積作用（地向斜）の最も進んだ時期で、この時に花崗岩の貫入を伴う造山運動

が生じている。この造山運動が堆積岩に褶曲作用などを与え、また、花崗岩の地下での貫入

によってさまざまな地下資源をもたらしている。

火山活動は中生代にあって、凝灰岩や熔岩が地層のなかに挟まれている。有機物を含む淡

水の堆積物は、後期ジュラ紀から白亜紀にかけての堆積物である。

第三紀の堆積物は 8 つの小さな地域で知られているにすぎず、これらは薄い軟質の亜炭層

を伴っている。東部海岸沖の第三紀層は厚く、石油や天然ガスを含んでいる。最も新しい累

層は、第四紀の広い地域で砂と粘土が川の谷とか、海岸や平野に存在している。これらの沖

積地は固定しておらず、古い岩石が長期間かかって、川とか海水によって浸食を受けて形成

されたものである。半島の多くの場所には沖積地のなかに貴重な錫鉱石などが濃集されてい

る。

なお、図 3 － 1 は、地質調査局（GSD）による地質図（1985 年）である。
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5）陶石

陶石は単味の粉砕物を焼成すると磁気化する性質を有する岩石で、主要構成鉱物は、石英、

雲母粘土鉱物（セリサイト）、カオリナイトなどである。主に陶器や衛生陶器に使用されてい

る。

ネグリセンビラン州のゲメンチ地区では、JICA の融資による試験的事業（セリサイト鉱開

発試験事業）の実施企業を含め、数社が採掘を行っている。

3 － 2　社会・経済状況

（1）政治動向

1981 年以来マハティール首相が政権を率いる。首相後継者と目されたアンワル副首相の解

任などに対し、一部に政権内不況和音が伝えられたが、アンワル副首相が経済対策で IMF の

処方箋的な財政政策を行った結果、失敗したこともあり、短期的投機資金をけん制し、独自

の経済再建をめざすマハティール政権に対する国民の支持は依然として高い。さらに、副首

相の空席がもたらす疑心暗鬼が政治の不安定につながるとの懸念から、解任以来空席だった

副首相にバダウィ元外相を、蔵相にはダイム元経済担当の特別任務相を 1999 年 1 月初めに任

命し、自ら兼務していた内務大臣についても副首相に移譲したことで、懸念を払拭した。

（2）経済政策、経済動向

マレイシア経済は、これまで製造業と建設業が牽引して 7 ～ 8% 台の高い経済成長を維持し

てきたものの、1997 年 7 月タイに始まった通貨危機の影響により、通貨、株価の下落ととも

に、投資・国内需要も減退している。1998 年予算案発表後も、歳出削減、大臣の給与カット、

輸入制限、国産品使用、輸出、観光振興による外貨獲得などの厳しい措置をとっている。1998

年第 1 四半期の実質 GDP はマイナス 2.8%、第 2 四半期はマイナス 6.8%、第 3 四半期はマイ

ナス 8.6% まで落ち込んでいる（別表 1 参照）。

マレイシア政府は、景気刺激策として不良債権の処理会社（不良債権の買取りと証券化を行

うダナハルタおよび金融機関に対する資本注入を行うダナモデル）の設立、50 億リンギに上

るインフラ開発基金の新設、銀行の法定準備率引き下げ（13.5% → 10%）などを実施している。

また、投機資金の流入を防ぎ、通貨を安定させるため株式取引規制、為替管理強化政策を

発表し、1998 年 9 月 2 日から対米ドル固定相場（1 US ドル =3.8 リンギ→ 4.2 リンギ）へ移行

した。

なお、1998 年には 70 億リンギの補正予算を組んだことから、96 億リンギの財政赤字とな

る見込みである。しかし、1998 年には英連邦競技大会や APEC などの国際イベントが数多く

あり、これらに向けてペトロナス・ツインタワー、LRT、競技場、ホテルといったインフラ
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投資が積極的に行われた。ただし、その後は相対的に息切れがみられる。そのため 1999 年度

予算案では、約 160 億リンギの赤字予算として、景気回復のために積極的な財政出動を行っ

ている。

一方、1998 年の経常収支は 200 億リンギ超の黒字となり、1997 年の 141 億リンギの赤字か

ら飛躍的な改善を示しており、外貨準備も 8 月の 202 億ドルから 10 月には 234 億ドルまで増

加している。これらの原因は、リンギ安による貿易収支の改善によるものと思われる。この

ため、外国為替管理強化策は当分の間継続するものと見込まれている。したがって、1999 年

の経済指標が良好となるためには貿易黒字の維持が不可欠といえる。そのためにも、主要輸

出国である米国、日本およびアジア周辺国の経済の安定と回復が必要である（別表 2 参照）。

（3）産業政策

マレイシア政府は、外国からの直接投資の促進を柱とする「マレイシア工業基本計画 1986

～ 1991」のなかで、産業を資源型産業と非資源型産業に分類し、輸出主導型産業には、外国

からの直接投資および輸出拡大のための諸施策が講じられた。具体的には、1986 年 1 月に発

表された投資促進法（Promotion of Investments Act）により、輸出主導型製造業への税の減

免、外国出資比率および外国人雇用比率の大幅な緩和措置が講じられた。

その結果、製造業については、製品の輸出は、工業基本計画期間における目標成長率の 9.4%

を凌ぐ 28.6% まで拡大した。全輸出品に占める製造業の割合は、1985 年の 32.8% から 1995

年には 79.6% まで増加した。製造業総付加価値は、同期間の 8.8% の予測より高い年平均

13.5% の成長を示した。GDP に対する製造業総付加価値の割合は、目標の 23.9% から 33.1%

へ増加し、輸出実績目標は達成された（別表 3 参照）。

また、1996 年 10 月に出された「第 2 次工業基本計画（1996 ～ 2005）」においても、これま

での第 1 次工業基本計画を継承しつつ、戦略目標として、①製造業企業のグローバル指向、②

産業リンケージの強化と国際競争力の育成、③経済活動基盤の整備、④マレイシア国民製造

業企業の育成、⑤情報集約型・知識主導型の生産プロセスの推進の 5 つの目標が掲げられて

いる。

産業別には、電気・電子産業、化学産業（石油化学、薬品）、繊維・アパレル産業、輸送機

械・運輸産業、素材産業（金属、新素材、窯業）、機械産業、林産業（木材、ゴム、パーム油、

ココア）、農水産業（水産品、畜産品、花き、果物）の 8 つの産業を基幹産業群と認定し、産

業毎に人的資源の開発、中小企業の育成、研究開発活動の促進、情報技術の活用など、さら

なる発展を実現するための方策があげられている。

素材産業（窯業）においては、国内原料の利用による高付加価値製品（たとえばアドバンス

セラミック）の開発の重要性があげられており、本事業と関連する。T.S. 社は、マレイシア地
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場産業とのリンケージを深めつつ、JICA の融資による試験事業を基盤とし、そのノウハウを

応用しながらアドバンスセラミック分野に該当する研磨材の製品化を実施し、さらに、林産

業分野におけるパーム油を使った離型剤の開発も検討している。これらはマレイシア政府の

工業化政策にも合致することから、同社の果たす役割は今後増大するものと思われる。
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（2）製品別の概況

以下の内容は、「マレーシアハンドブック '98」（マレーシア日本人商工会議所発行）の記述

をもとに、MIDA 資料（1997 年）や陶磁器関連メーカーなどのインタビューから補足・追加

したものである。

1）タイル

壁・床タイル製造業は 18 社が操業しており、多くが大企業である。壁タイル、床タイルに

加えて、モザイクタイルやホモジニアスタイルなども生産しているが、国内市場は供給過剰

気味である。最近は、オーストラリア、シンガポール、香港、欧米諸国への輸出拡大を図っ

ている。

2）レンガ

一般レンガについては 290 社が操業中で、近年の活発な建設投資を背景に成長してきたが、

大半は生産性の低い労働集約的伝統手法に頼っている。最近は、一部でトンネル窯を採用し

た近代的工場も誕生し、MIDA の統計によれば、7 社が高品質のレンガづくりを行っている。

3）衛生陶器

9 社が操業中である。約 200 万個が生産され、その約 30％が輸出されている。

4）装飾器

大半が小規模・家族経営企業で、ペラ州、ケダ州、セランゴール州に集中している。外資

系企業としては、米国のフランクリン・ポーセレンが有名である。

5）土管

大手 5 社が国際的な品質基準を満たすフレキシブルジョイント土管を生産している。

6）食器

製品としては比較的新しく、日系企業も一翼を担っている。ペラ州に 4 社が立地している。

輸出も行っている。

7）陶器による型（Former）

7 社が主にゴム手袋（家庭向け・医療向け）用の、陶器製の型を作成している。

8）先端型セラミック

主に電気機器用のセラミック製品を製造している。全 6 社のうち、半分の 3 社がセランゴー

ル州に立地している。

（3）貿易の概況

図 3 － 3 の（a）は食器（テーブルウエア等）の輸出額の推移を、（b）は陶磁器製品全体の輸

出額の推移を、（c）は食器（テーブルウエア等）の輸入額の推移をそれぞれ示している。図か

ら見てとれるように、陶磁器製品全体の輸出が落ち込むなかで、食器（テーブルウエア等）の
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つも、今後の目標としては、先端型の陶磁器産業（ファインポーセレン、電気製品・電子機器

や自動車エンジンなどのセラミック部品等）の確立を掲げている。また、これらのハイテク製

品を製造するための高品質な坏土（Blended Ball Clay）などの製造技術の必要性も述べてい

る。
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4 － 1 － 2　製造・販売状況

T.S. 社の坏土の製造・販売状況は表 4 － 3 から表 4 － 5 にまとめられている。

坏土の生産量は、試験事業期間（1990 年～ 1994 年）が終了した翌年の 1995 年から本格化し

て 2500 トンを超え、1996 ～ 1998 年では年産 4000 トンを超えている。当初の得意先はマレイ

シア国内が大部分だったが、近年ではインドネシア向けが急増している（表 4 － 1）。

坏土の売上額は生産量の増加に比例して増加しており、1996 年以降は 300 万リンギを超えて

いる。売上額に占める輸出の割合は 1996 年から急増しており、1997 年は、62.5％、1998 年は

63.5％に達している。輸出先はインドネシアである（表 4 － 4）。

坏土単価は 1991 ～ 1994 年まではバラツキが大きかったが、1995 年以降はトン当たり 600 ～

900 リンギ程度で推移し、増加傾向にある（表 4 － 5）。

なお、1997 年夏以降のアジア通貨危機の影響を受けて、リンギも急激に下落し、表 4 － 4 に

示すように、1997 年から 1998 年にかけて、対米ドルで約 28％、対円で約 22％下がっている。

そのため、販売額や坏土単価を円換算すると、前年に比べてかなり低下している。

4 － 1 － 3　財務・経営状況

財務・経営状況は表 4 － 7 にまとめられている。当期損益は 1991 年～ 1995 年にかけてずっ

とマイナスであったが、1996 年はプラスに転じた。しかし、1997 年は再び赤字となっている。

1998 年も確定していないが赤字と予測されている。1997 年時点での繰越損は 266 万リンギと

なっている。

一方、資金運用では、1993 ～ 1995 年に資金ショートし、1996 年はプラスに、そして損益と

同様に 1997 年には資金ショートが発生している。T.S. 社の会長によれば、資金不足分は自らの

資産などを処分して充当したとのことである（なお、財務分析の詳細は資料を参照のこと）。





─ 33 ─

4 － 2　事業当初目標の達成度

4 － 2 － 1　技術開発面からみた目標と達成度

試験事業の目的は、マレイシア国内で産出される窯業原料資源を利用して、陶磁器用坏土を

製造することである。事業当初は原料についての各種試験を行った。その内容は、マレイシア

各地から原料の抜き取りサンプリングを行い、原料単味の焼成色見、化学組成、耐火試験など

の基礎的試験を実施し、さらに継続的に製造された坏土について性状試験および焼成試験を実

施することにより、最終的には陶磁器製品となり得る均質な坏土を開発することであった。

なお、具体的な試験項目は以下のとおりであった。

（1）陶磁器用原料の評価試験（マレイシア原土の抜き取りサンプリングによる評価試験）

・単味原料焼成試験

・X 線分析試験

（2）粉砕試験（ボールミル使用による粉砕状態の試験）

・残査 325 メッシュ試験

・粒度試験

（3）調坏試験（長石、陶石、カオリン、ボールクレイその他を調合してできた坏土の諸試験）

・焼成白色度試験

・焼成収縮試験

・焼成焼腰試験

・その他の性状試験

現在、この試験事業は一通り終了し、顧客の個別の要求に応じた仕様の坏土製造技術およ

び過去の試験サンプルを保管しておく、などの品質管理技術が確立されており、当初の試験

事業目標は十分に達成されたと判断できる。

なお、T.S. 社は、自家用の坏土を製造する一部の陶磁器製造業を除き、マレイシアで唯一

高品質な坏土を供給する企業であり、その存在はマレイシア工業開発庁（MIDA）や地質調査

局（GSD）などの政府機関や商工会議所などで広く認知されている。

なお、坏土の製造工程を図 4 － 2 に示す。
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4 － 3 － 2　輸入代替

従来、坏土を輸入していた陶器製造業者が T.S. 社の坏土に切り替えていることが、得意先企

業へのインタビューで明らかであり、輸入代替効果をもたらしている。概算であるが、1998 年

の T.S. 社のマレイシア国内への販売額は約 134 万 9000 リンギであり、同社の坏土の品質が高く

て、これと同等のものは輸入せざるを得ない点を考慮すれば、この金額を少なめにみた額が輸

入代替相当分として考えられる（インタビューによれば輸入品のほうが T.S. 社の坏土に比べて

価格が高い）。また、T.S. Ceramic （Malaysia） 社による碍子のマレイシア国内への販売も輸入

代替効果をもたらしている。

4 － 3 － 3　外貨獲得

T.S. 社および T.S. Ceramic （Malaysia） 社による外貨獲得は直接、間接に以下のものがある。

（1）坏土の輸出（直接貢献）

T.S. 社の坏土の輸出については、図 4 － 4 の（a）に示されているように、マレイシア全

体の貿易統計における Other Clays の区分（HS2508.40.000：関税率表の Harmonized Sys-

tem のコード）において明確に数字で現れる。表4 －4 ですでに示したように、1996 年、1997

年、1998 年の T.S. 社の坏土の輸出額はそれぞれ 153 万リンギ、253 万リンギ 、249 万リン

ギであり、この金額は、マレイシア全体のOther Clays の輸出額のそれぞれ 14.6％、25.7％、

98.8％を占めており、大きな貢献を示している。なお、輸出先はすべてインドネシアである。

また、図 4 － 4 の（b）が示すように、Other Clays の輸入は近年増加の一途をたどってお

り、良質な坏土の需要が旺盛であることをわかる。

（2）碍子（磁器セラミック）の輸出（直接貢献）

最近の T. S. Ceramic （Malaysia） 社による碍子の輸出額は以下のとおりで、坏土の輸出

額の 3 分の 1 から半分程度である。年によりかなりの増減がみられる。

1996 年：57 万 444 リンギ

1997 年：114 万 7223 リンギ

1998 年：75 万 9919 リンギ

輸出先は、日本、インドネシア、オーストラリア、タイ、フィリピン、パキスタンなどで

ある。
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（2）自社坏土を使用した製品化

試験事業から派生して、マレイシア原土による坏土を利用した碍子を製品化している。陶

製碍子の供給はマレイシア国内供給のほぼ 100％を占めている。また、金属製品のバリ取り

やツヤ出し用の研磨材の試作・製品化が進んでいる。なお、この製品化は、T. S. Ceramic

（Malaysia） 社が分担している。

（3）既存設備を利用した新たな商品開発

これまでに培われた坏土技術をさらに進め、窯業以外の事業に応用することを計画中で

ある。具体的にはマレイシア産のパーム油を原料とし、既存施設（ボールミル等）を利用し

てプラスチック成型の離型剤や化粧品、シャンプー、塗料などの原料を製造することであ

る。これが成功すれば、試験事業をてこに新規事業へ派生し、複数の事業を柱にすること

が可能となる。

4 － 4 － 2　開発商品の与えたインパクト

当該企業が製造した坏土は、10 を超える陶磁器製造業などに出荷されている。今回、直接訪

問した得意先企業（3 社）が、T.S. 社からの製品によってどのようなインパクトを受けたのか、

また、どのように評価しているかについて、表 4 － 10（a）に整理している。要約すると以下の

とおり。

（1）現在、3 社とも原料のほとんど 100％を T.S. 社から購入している。

（2）T.S. 社からの坏土を購入する前は、低品質な国内産の坏土を使って低付加価値な花瓶な

どを製造していた。

（3）3 社中 2 社は製品を輸出している（輸出振興・外貨獲得に間接的に貢献）。

（4）1 社は T.S. 社の坏土を得て、新規投資を行い、輸出可能な製品の製造を実現。従業員も増

やした（新規投資による波及効果、雇用の増加）。

また、同様に T.S. 社に原料を納入している企業についても、その評価などを表 4 － 10（b）に

取りまとめている。
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開がなされている点で高く評価できる。基本技術から逸脱しないことが成功のひとつの鍵とい

える。

4 － 5 － 2　公的機関からの支援

JICA による投融資の支援を除けば、本格的な公的機関からの支援はなかった。一方、工場立

ち上げ時期において、マレイシア工業開発庁（MIDA）に派遣されていた JICA 専門家の各種ア

ドバイスが役に立ったと T.S. 社の会長は回答している。
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第 5 章　結論と提言

5 － 1　試験事業に対する評価

5 － 1 － 1　事業の地域開発効果（社会・経済・技術）

雇用創出、輸入代替、外貨獲得、地場資源の活用などの項目で、定量的な貢献が把握でき、マ

クロ的な地域開発効果が確認された。また、マレイシアの第 2 次工業基本計画（1996 ～ 2005）

で指摘されている高品質な坏土（Blended Ball Clay）産業の確立という政策に、T.S. 社は貢献

している。

5 － 1 － 2　マレイシア陶磁器関連業界に与えたインパクト

当該事業は、マレイシア陶磁器関連業界に対して、技術的にも、商品的にも大きなインパク

トを与えている。

5 － 1 － 3　今後の課題

今後の課題は以下のとおり。すでに当該事業実施企業の経営陣が対応を開始している課題も

ある。

（1）試験的事業を核にした、事業の多様化の実施

（2）坏土の新規クライアント（国内・海外）の開発

（3）マレイシア国内の関連企業（業界団体、陶磁器製造業、原料供給企業、政府機関等）との

ネットワーク・コミュニケーションの強化

（4）坏土の高付加価値化（より先端的なセラミック企業との連携：T.S. 社自身が実施する可能

性は少ないが、ボールクレイの分級も重要な課題）

5 － 2　開発協力事業に対する提言

5 － 2 － 1　開発協力事業としての本事業の特徴

（1）本事業の特徴

本事業の坏土製造については、得意先からのさまざまな要求に応えるため、調坏試験を

繰り返しながら製造を行っている。その意味では、現在も試験事業を継続中であるといえ

る。一方、試験方法についてはすでに確立している。その試験方法の概要は以下のとおり。

1）2kg のボールミルでテストし、自社試験窯で焼く（合格の場合②へ）

2）200kg または 500kg のボールミルでテストし、得意先の窯で焼く（合格の場合③へ）

3）2 トンのボールミルで製造（商品化）
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また、過去の試験サンプルを保存しておいたり、主要な種類の坏土について常時 20 トン

ずつ在庫を保管しておくといった品質管理技術も確立されている。

以上のことから、本事業は、試験方法および品質管理技術の確立という点では試験事業

は終了しており、また、得意先の要求に応える品質の坏土製造のための調坏という点では

試験事業は現在も継続しているという特徴をもっているといえる。

（2）本格事業への展開

本事業においては、上記のとおりある意味では試験事業を継続中ともいえるため、どの

時点からを本格事業というべきか難しいところもあるが、本格事業への移行時点を、これ

まで培われた坏土製造技術を応用した事業への展開という点におけば、以下の事業は本格

事業として位置づけられるだろう。

1）高級坏土への応用

ろくろ鋳込み用坏土（通常の鋳込み坏土よりも厚みの薄い陶磁器製品用坏土）や急熱急

冷に耐えることが要求される陶磁器（たとえばゴム手袋の型）用坏土を新たに開発してい

る。

2）碍子、研磨材の製品化

マレイシア原土による自社製坏土を使用して、碍子（街灯用ソケット）および研磨材（金

属　製品のバリ取り、ツヤ出しなどに使用）を新たに製品化している。碍子については、マ

レイシア産碍子シェアのほぼ 100% を占めている。研磨材については、以前は砂で代用し

ており、粒の大きさや堅さが一定でないため製品にキズが付きやすいという問題があった。

研磨材の開発によりこの問題が解消されることとなり、関係業界からも注目されていると

ころである。

（3）今後の事業展開

今後の事業展開としては、構想段階ではあるが以下の事業が考えられている。

1）窯業以外への事業の応用

これまで培われた坏土製造技術をさらに進め、パーム油を原料とし、既存設備を利用し

た　プラスチック成形用の離型剤やシャンプー、塗料などの原料の製造を計画。

2）ボールクレイの分級

ボールクレイはマレイシアでも採れるが、品質にばらつきがあるため、現在はほとんど

外国から輸入している。これをマレイシア産のボールクレイを「分級」することによって

利用できるようにすることを計画（原料仕入先に依頼中）。
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これらの事業が実施に移されれば、試験事業を基礎としてさらに新しい事業へ派生して

いくこととなる。特に 1）については、窯業以外の事業ということで、若干心配がないわけ

ではないが、技術そのものは試験事業で確立された坏土製造技術を応用可能とのことであ

る。また、2）が実施に移されれば、マレイシア原土の割合がより大きくなることとなり、試

験事業の当初の目的にも合致する。

このように、これらの新規事業はあくまでも当初の試験事業で培われた坏土製造技術を

基本としている。これは、本事業において特筆すべき点である。すなわち、確立された技術

を基本におき、さらに試験を行いつつ新たな事業へ展開していくという経営方法は、さら

なる技術の開発と事業リスクの分散という点において、開発協力事業としてあるべき姿の

ひとつと考えられる。

5 － 2 － 2　開発協力事業におけるサポート体制の強化

（1）本事業における状況

本事業における融資先本邦企業の（株）ティーエスジャパンは、JICA から融資を受ける

ために設立された、いわば投資会社であり、T.S. 社の会長（当時社長）がティーエスジャパ

ンの社長も兼任している。したがって、同社長は大企業が有するような経営的バックアッ

プを何ももたずに単身でマレイシアに乗り込まざるを得なかった。幸いにも T.S. 社設立当

初は、マレイシア工業開発庁（MIDA）に派遣されていた JICA 専門家がいろいろと相談に

のってくれたとのことである。

企業が現地で事業を立ち上げるにあたって、現行の開発協力事業では、融資後の協力は

一部の技術的な支援（専門家による技術指導および研修員の受入れ）に限られ、総合的なサ

ポート体制にはなっていない。大企業は別としても、T.S. 社のように海外進出の経験もな

く、本邦にもバックアップがない中小企業が開発協力事業のスキームで事業を実施する場

合、当該企業自身の努力が不可欠なのはもちろんだが、それだけでは進まないことも多い。

そこで開発協力事業における融資先企業へのサポートを強化することが望まれる。

（2）考えられる対応策

とりあえず考えられる対応策としては以下のものがある。

1）在外事務所の相談窓口機能の強化

これは JICA 在外事務所が企業の相談窓口となることである。開発協力事業の業務は

JICA 本部が中心であり、一部の案件を除いて在外事務所は基本的にタッチしていない。し

かしながら、現地のことを一番よく知っているのは現地にいる人である。そこで、事業の

立ち上げ時期から在外事務所が一貫して窓口として相談を受ける体制となれば、現地企業
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と JICA との関係も密となり、現場レベルでのタイムリーな状況把握、情報交換が可能と

なるほか、たとえば問題が大きくなる前に本部側と対応策を検討することも可能となる。

また、さまざまな情報が集まることから、新規案件発掘の足がかりにもなると考えられる。

2）投融資技術相談員（在外版）の配置

これは投融資技術相談員の在外版を配置するという方法である。事業立上げ時期には相

手国政府からさまざまな許認可をを取得するなど、海外進出の経験のない企業にとっては

不慣れな手続きが多い。そこで、当該国の事情に精通した経営コンサルタントなどを相談

員として派遣し、事業立上げ時期のサポートを強化するものである。

この場合、すべての国への配置は予算上の問題を伴い、また、当該相談員の立場、ステー

タス等の問題もあるので難しい面もあるが、検討の価値はあると思われる。

5 － 2 － 3　為替変動による企業負担増への対応

（1）本事業における状況

融資の償還は 20 年の長期にわたるため、その間の為替変動により現地通貨建ての返済金

が増加し、実質的な金利増と同じ状態となる場合がある。本事業の場合も、アジア通貨危

機の影響で大幅な為替変動があり、現地通貨建てで考えた場合、借入れ時から比較すると

約 7 割増となっており、企業にとっては大きな負担増となっている。

このように急激な為替変動が生じた場合、またはやむを得ない事情がある場合は、元金

の免除は連帯保証人がいることから適切ではないとしても、何らかの軽減措置を考えるべ

きであろう。

この場合、もちろん野放図に行うことは避けなければならないが、ある程度の柔軟性も

必要であろう。

（2）考えられる対応策

急激な為替変動、その他やむを得ない事情があるときの軽減措置として、とりあえず考

えられる対応策としては以下のものがある。

1）一時的金利軽減

これは、ある一定期間に限り、一時的に金利を軽減するという方法である。この場合、軽

減する期間をどのように設定するか、どの程度金利を軽減するかという問題がある。また、

現行規定のままでもできるかどうかの検討も必要であろう。

2）一時的返済猶予

これは、ある一定期間に限り、一時的に返済を猶予するという方法である。現行規定で

は、約定日に返済が行われない場合は、延滞損害金を支払うこととなる。ただし、やむを



─ 48 ─

得ない事情がある場合は支払いを猶予することができる規定があるので、この規定が適用

されれば実行可能である。この場合は、猶予した返済金は次回約定日までに支払うことと

なる。

3）償還期間延長

これは、債務弁済契約を締結し直す（契約変更）ことにより、規定上の最高期間の 30 年

以内の範囲で償還期間を延長するという方法である。この場合、一度締結した弁済契約を

締結し直すことは相当な理由が必要となり、容易にはできないものと考えられる。

5 － 2 － 4　開発協力事業としての計画策定上の留意点

本事業においては、事業立ち上げ時期から、企業側で技術者を雇った。これは、開発協力事

業の専門家が短期派遣ベースであるのに対し、企業側としては事業を長くみてくれる長期の技

術者を必要としたためである。

一方、JICA による融資は事業にかかる運転資金も対象となるので、上記のような企業側が雇

う技術者の人件費も融資の対象となる。しかしながら、本事業の場合、企業側はそのことを知

らずに、別途自己資金で対応することとなったものである。

したがって、事業計画策定の段階から、このような運転資金も融資対象となる点をアドバイ

スすべきである。また、企業にとっては施設整備費のみならず運転資金を必要とする場合も多

いと考えられるので、開発投融資制度および開発協力事業の広報、案件発掘の際にこの点を強

調していくことも必要であろう。



付 属 資 料

　　　　　　　　　　1　インタビュー結果

　　　　　　　　　　　1 － 1　政府関係機関

　　　　　　　　　　　　（１）マレイシア工業開発庁（MIDA）

　　　　　　　　　　　　（２）地質調査局（GSD）

　　　　　　　　　　　1 － 2　得意先企業

　　　　　　　　　　　　（１）Kuala Kangsar Ceramic Industry 社

　　　　　　　　　　　　（２）Everyday Ceramic Manufacturing 社

　　　　　　　　　　　　（３）Easy Sun 社

　　　　　　　　　　　1 － 3　原料仕入先企業

　　　　　　　　　　　　（１）Cheras Kaolin Industries 社

　　　　　　　　　　　　（２）Commercial Minerals 社

　　　　　　　　　　2　財務分析

　　　　　　　　　　　2 － 1　損益計算

　　　　　　　　　　　2 － 2　資金運用

　　　　　　　　　　3　マレイシアにおける窯業関連メーカーリスト





─ 51 ─

1　インタビュー結果

1 － 1　政府関係機関

（1）マレイシア工業開発庁（MIDA）

① Brief explanation of current conditions/issues on industrial mineral based manu-

facturers (ceramic industry) and its development policy

マレイシア第２次工業基本計画（1996 ～ 2005）のなかでは、先端型で High End な

セラミック産業の確立が計画されている。従来の伝統的なセラミック産業の役割を否

定するわけではないが、徐々に先端型に移行していくことが望ましい。すでに

Maruwa（日系）、SMCI（住友・日系）、Taiwan Ceramic（台湾）などのハイテクセラ

ミック企業がマレイシアで操業を始めている。

② Evaluation of a Japanese clay industry/manufacturer (T. S. Ceramic Materials (Ja-

pan) Sdn. Bhd.),  which started the operation in 1991 at Beranang Industrial  Es-

tates in Selangor.

T.S. 社の存在は認識している。単なる raw material ではなく、intermediate として

の clay を製造しているのは貴重だ。坏土を手がけている企業はほかにもあるが、それ

らは自分でプロセスしているわけではなく、輸入品を扱っているにすぎない。今後は

坏土の分級が大事な分野になる。

（2）地質調査局（GSD）

① Brief explanation of current conditions on industrial mineral and its development

policy

陶器製造業などが使用する非鉄鉱物のうち、長石は輸入に頼っている。陶石は最近、

ゲメンチ地区での採掘が盛んになっているようだ。

② Brief explanation of current conditions on industrial mineral based manufacturers

(ceramic industry) and its development policy

窯業関連の各製品（たとえば、タイルや一般レンガ）は最近、供給過剰のようだ。今

後はハイテクセラミック産業に移行する必要がある。

③ Evaluation of a Japanese clay industry/manufacturer (T. S. Ceramic Materials (Ja-

pan) Sdn. Bhd.),  which started the operation in 1991 at Beranang Industrial  Es-

tates in Selangor.

Clay の Processing（Intermediate な製品づくり）をしていると聞いている。各クラ

イアントの仕様が違うのでなかなか大変だと思う。FFM(Federation of Malaysian
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2　財務分析

2 － 1　損益計算

T.S. 社の、1991 年から 1997 年における損益計算書は、表 2 － 1 に示されている。

ここで、坏土の売上が本格化した 1994 年以降の損益分岐点売上高1 および損益分岐点比率 2

をみると、当然のことながら、赤字の年は損益分岐点売上高が実際の売上高より大きくなって

いる（言い換えれば、損益分岐点比率が 100％を超えている）。特に固定費である一般管理費の

支出が大きかった1995 年には、157 万 7000 リンギの売上に対して、損益分岐点売上高が 414 万

3000 リンギであり、大幅な赤字を計上することになった。

一方、1996 年は損益分岐点売上高が、実際の売上高を下回り、単年ではあるが黒字となり、損

益分岐点比率も 86％となっている（一般的に、この比率は 90% 以下が望ましい）。

なお、1997 年末までの損益推計は、265 万 9000 リンギの赤字となっている。

2 － 2　資金運用

表 2 － 2 に示したのが、資金運用表である。特に 1995 年は大幅な資金ショートとなっている

のが目立っている。

1995 年以降の元利金返済比率3（Debt Service Coverage Ratio） をみると、1995 年および1997

年はマイナスで、1996 年だけが、1 を超えた値となっている。今後は少なくとも 1 を超えるよ

うに、資金運用を実施していく必要がある。

自己資本内部収益率（FIRR）は 1991 年から 1997 年までの数値では（割り引く前から合計が

マイナスになって）計算不能であるが、かりに 1998 年から 2010 年まで、1992 年の資金余剰と

同額程度の 30 万リンギを毎年計上できれば、１％程度（1991 ～ 2010 年）になると推計される。

また、1995 年以降の減価償却額と JICA 融資の元本返済額を比べると、元本返済額のほうが上

回っていることがわかる。

1 （固定費＋減価償却＋支払金利）÷｛1 －（変動費÷売上額）｝

ここでの固定費は、売上原価のうち原料費や棚卸資産の増減分を除いた部分と一般管理費の合計、変動費は原

料費や棚卸資産の増減分。
2 損益分岐点売上額÷売上額× 100
3 （経常利益＋減価償却＋支払金利）÷（元本返済額＋支払金利）
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